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要旨 
1990年の日本の出入国管理に関する法令の改正を受け、外国人労働者が日本国内に急増し
た。外国籍労働者（特に南米出身者）の増加が顕著な地域では、その子どもたちの教育を
巡る諸問題が顕在化している。本稿では、外国人児童生徒の教育につき、日系ブラジル人
を中心に、現状と今後の展望を論じることを目的とする。特に、日系ブラジル外国人比率
が全国で最も高い群馬県大泉町を事例とし、外国人児童生徒に対する教育の現状を明らか
にし、課題と解決の方向を整理する。 
 
１ はじめに 
1.1 研究の背景  
 国際的な人の移動は、受け入れ国の社会全体、特に教育界に様々な課題をもたらす。歴
史的に民族的同質性が高い島国であった日本においても、近年在留外国人の数は急速に増
加している。現在でも欧米諸国と比べると、日本の在留外国人の数そのものは決して多く
はないが、近年の日本社会は、これまでの日本の歴史において前例の無かった多国籍化・
多民族化・多文化化を経験している。更には、2020年の東京オリンピック開催を見据え、
労働不足解消を外国人「技能実習生」で補うことも検討されており（前田, 2015）、今後
更なる在留外国人の受け入れは日本にとって「選択では無く、必然」となるであろう(Curtin, 
2003: Xinhua, 2003)。文化的・社会的背景の異なる子どもたちに、いかにして適切な教育
を提供するかは、もはや移民大国の北米や欧米諸国のみの問題では無く、外国人在住者が
急増する我が国においては喫緊の課題である。しかし、在留外国人の増加に日本社会、特
に教育の受け入れ態勢は十分に整備されているとは言い難い。文部科学省の調査によると、
不就学の外国籍の子どもや、日本語指導が必要とされる児童生徒も少なからず存在するの
が現状であり、更にその数は年々増えているとの報告がある（文部科学省初等中等教育局
国際教育課, 2015）。 
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1.2 研究の目的 
 本研究は、我が国の外国人児童の教育支援について概観するとともに、政策の動向、国
レベル及び地方自治体レベルの対応について整理することを目的とする。その中で特に、
外国人児童の在籍数が多く、文部科学省の「外国人子女教育受入推進地域」や「帰国・外
国人児童生徒と共に進める教育の国際化推進地域」などの政府主導の研究指定を複数受け
ている群馬県大泉町を事例として取り上げ、これまでの取り組みを検証する。事例地域と
して大泉町を選んだのは、後述のように、大泉町は外国人登録割合が 17.3％と、全国の市
町村区の中で最も高い1ことに注目したからである。 
 
２ 日本在留外国人の動向 
2.1 日本における移民の歴史 
 歴史的に見て、島国である日本は古くから民族的同質性が高いことで知られており、総
人口に占める在留外国人の比率は近年まで極めて小さいものであった。日清戦争や第二次
世界大戦の際には統治下の台湾や朝鮮半島から多くの強制労働者が徴用され日本に移り住
んだが、それらは国際的移民というよりは「内部移民」とみなされた(Kashiwazaki & Akaha, 
2006)。一方で 19世紀後半から 1950年代に至るまでは移民の送り出しが政府推奨で行われ、
ハワイや南米に多数の移民を送り出した。特にブラジルは当時日本人の最多移民受け入れ
国であり、戦前戦後を合わせ計 23万 4000人の日本人の移住先となった(藤崎, 1991)。 
  
2.2 在留外国人の急増と日本社会 
 日本国内の在留外国人数は、1970年代に日本政府がインドシナ難民の受け入れ及び定住
を認めた2ことを皮切りに変化し始める。その後 1980年代後半から 1990年代初頭の「バブ
ル経済」期の労働力不足が、マレーシアやフィリピン等の近隣アジア諸国そしてイランか
ら 100万人近い移民労働者が流入を引き起こし、彼らは以前からの在留外国人「オールド・
カマー」と区別され「ニュー・カマー」と呼ばれるようになった（斉藤, 2012）。同時期、
1990年に日本政府は出入国管理に関する法改正を施行し、日本から海外に移民した人々の
子孫の労働条件を大きく緩和した。これがきかっけで南米諸国、特にブラジルやペルーか
ら日系外国人の 2世・3世が労働者として日本に還流した。彼らの多くは当初は数年間日本
で労働する意志で来日したが、その多くは滞在を延長し家族を呼び寄せるようになった。
その代表的な地域が、群馬県の伊勢崎市や太田市、愛知県の豊橋市や豊田市、また静岡県
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1 総務省の「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（平成 27年 1月 1日現在）」によると、市
区町村別人口に占める割合がもっとも高いのは、大阪市生野区の 21・42％であるが、このうち 80%は数世
代に渡り日本に住む在日コリアンであることから、言語・生活習慣を日本人とは異にする「外国人」の割
合がもっとも高い市区町村は、2位の大泉町であると解釈した。 
2 1975年のベトナム戦争終結に前後し、インドシナ三国(ベトナム・ラオス・カンボジア)では新しい政権
が発足し、新体制に馴染めない人々が国外へ脱出した。日本にもボートピープルが多く到着するようにな
り、日本政府は 1978年にベトナム難民の定住を認める方針を出し、続いて、ラオス難民やカンボジア難民
も対象とした（外務省, 2016）。 
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の浜松市であった(斉藤)。上述の要因の他にも、昨今の在日外国人増加には、国際結婚や
留学生数の増加が寄与している。 
 
表 1 外国人登録者数の推移（全国及び群馬県） 
区分 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 
日
本 
人
数 
850,612 1,075,317 1,362,371 1,686,444 2,011,555 2,087,261 2,172,892 
人
口
比 
0.70% 0.87% 1.08% 1.33% 1.57% 1.63% 1.70% 
群
馬
県 
人
数 
3915 10439 21625 28539 34934 43082 41,182* 
人
口
比 
0.2% 0.53% 1.06% 1.4% 1.72% 2.14% 2.1% 
（出典：「法務省外国人登録者統計」及び「総務省統計局人口・世帯」を基に著者作成） 
* 群馬県の最新の在留外国人数と人口比は、2012年のものである。 
 
図 1-1 外国人登録者数と人口比率の推移 
  全国 
 
 
 
 
図 1-2  外国人登録者数と人口比率の推移： 
  群馬県 
 
 
 
 
 
 
（出典：法務省「在留外国人統計」を基に著者作成） 
  
 さらに近年において、日本の外国人の動きが顕著に変化していると言われる（佐久間, 
2011）。一つ目は、外国人登録者数の国籍別内訳である。日本の伝統的な外国人である朝鮮
半島出身者数を、2007年末に中国系が抜いている（図 2参照）。リーマンショックで日系ブ
ラジル労働者人が大量帰国し減少したとはいえ、ペルー人やその他の南米出身者も含める
と、日系南米人は未だに 30万人以上滞在しており、日本での外国人の主役がオールドカマ
ーからニューカマーに移行していることが分かる。さらに最近では、ネパールやベトナム、
タイ等、出身国が年々多様化しつつある（法務省, 2017）。 
 佐久間（2015）は、日本の外国人居住者の特徴として、アジア系が圧倒的多数を占める
ために、見た目が日本人と変わらない「Invisible Minorities＝不可視のマイノリティ」
0
500000
1000000
1500000
2000000
2500000
0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
1.2
1.4
1.6
1.8
1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015
在留外国人数
総人口比(%)
0
10000
20000
30000
40000
50000
0
0.5
1
1.5
2
2.5
1985 1990 1995 2000 2005 2010 2012
在留外国人数
総人口比(%)
 共愛学園前橋国際大学論集 No.17 94 
であることを挙げる。その為、多くの日本人は、移民数が増えていることを実感として意
識しにくい状況であり3、これはイギリスや北米の移民状況とは大きく異なる。 
 
図 2 主要 5か国国籍別在留外国人推移 
  
（出典：法務省資料） 
  
 また、近年の日本社会には、上記図表に数字として表れない数十万人の外国人労働者や、
国籍上は外国人としてカウントされない帰化者、そして国際結婚から生まれた子供も多数
存在する。宮島(2014)は、これらの数字も加えると、外国にルーツを持つ者は実に総人口
の 2.5％にあたる 300万人近くに上ると概算する。 
  
３ 外国人児童の教育 
3.1 国の取り組み 
3.1.1 戦前―1980年代 
 戦前来、朝鮮半島や中国・台湾等からの移住者、定住者が国内には一定数存在したが、
数が多く無かったということもあり、戦前・戦中・戦後すぐの時代では、同化を当然視す
る見方が支配的であった（宮島, 2014）。また欧米人や旧植民地からの内部移民などの「オ
ールド・カマー」の子弟は独自に設立した民族学校、またはインターナショナルスクール
に通うというのが普通であり、政府は特に明確な教育政策を持たなかった。1872 年（明治
5年）に近代学校制度が発足して以来現在に至るまで、日本の公教育は、日本国民の児童・
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3  2013年末の統計によると、外国人総数約 206万人中、アジア系は約 168万人と 80%を占める。次が南米
系で約 24万人、12%となっているが、彼らの大半は日系人であり、外見的に不可視のマイノリティである
ことが多い。 
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生徒を対象とすることを前提として、教育活動を行ってきた。 
 
3.1.2 1990年代  
 しかし上述のように、1990 年の入管法改正以降、外国人労働者、特に南米諸国からの日
系人の滞在が増加した。そして彼らの滞在が長期化するにつれ、彼らが同伴または呼び寄
せる学齢期児童の数が急速に増加したことから、教育現場でも対応を迫られることとなっ
た(斉藤, 2012)。 
 当初は異なる言語的・文化的背景を持った子供が多く在籍する学校を要する件や自治体
は、独自に取り組みを行っていたが、地方からの潮流が政府を動かし、入管法改正の翌年
1991年に文部省は初めて「日本語指導が必要な外国人児童生徒」の調査に着手した(斉藤)。
その結果、翌 92年からは国際教室の設置と教員加配が全国的に実施されている。「日本語
教育が必要な外国人児童・生徒」が一定数在籍する学校に、日本語指導担当の専任教員を
特別に配置し（加配）、加配教員が配置された学校では、「日本語教室」や「国際教室」
と呼ばれる場を設け、対象となる子供を原学級から「取り出し」て日本語の指導を行って
いる。また、原学級での授業中にも加配教員が子供のそばについて、授業の説明を分かり
やすくするなどの個別指導をすることもある。 
 1991年以降導入されたこの 2つの制度は、外国人の子どもの教育を前進させたと言える。
従来の日本の教育、特に公教育においては、日本特有の平等主義に基づく「皆で一緒のこ
とをする」均一カリキュラムが支配的であり、努力すれば出来るのだから特別扱いはしな
い、という態度が多数のものであった。しかし、国際教室の設置や「取り出し授業」は、
こうした平等主義に一石を投じたのである。このように、教育政策の根幹にある政府の考
え方には、統合から多文化共生へ、という変化が見られる。 
 
3.1.3 2000年－現在  
 2003 年には総務省が文部科学省に対して「外国人児童生徒教育に関する行政評価・監視
結果に基づく通知」を出しており、外国人児童の公立義務教育諸学校への受け入れ推進を
促している。これは、2000年に提出された教育改革国民会議の中でも、2002年度実施の学
習指導要領の中でも、外国人児童・生徒の存在は言及されていなかったことを考えると、
大きな動きであると言えよう。後述の様に、日本は外国人児童生徒に就学の義務は課して
いないが、近年では日本も批准している初等教育の義務化に関する国際条約4を受けて、多
くの自治体が外国人生徒に就学案内を発給しており、外国人の子供も教育の機会に取り込
もうとする姿勢が窺える。その後も更に、2007 年に文部科学省内に「初等中等教育におけ
る外国人児童生徒教育の充実のための検討会」、2009 年には内閣府にも「定住外国人推進

4 「国際人権規約 A規約」（通称「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」）13条は、教育につ
いて「初等教育は、義務的なものとし、すべてのものに対して無償のものとすること」及びすべての者に
「中等教育の機会が与えられるものとすること」、と述べている（外務省）。
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室」が設けられ、同年に文部科学省でも「定住外国人の子どもの教育等に関する政策懇談
会」が始まった（佐久間, 2015）。 
 
3.2 地方・民間の取り組み 
 既述のように、ニューカマーが日本社会に増え始めた当初は、彼らの子供が多く在籍す
る学校を擁する県や自治体が、独自に取り組みを行っていた。その後政府主導の政策が動
き出すことになるのは、このような地方からの潮流が政府を動かしたとも言える。その代
表的な地方からの動きとして、「外国人集住都市会議」が挙げられる。2001 年に「国が変
わらなければ地方から変革する」を合言葉に、外国人が集住する 13自治体5が集まり、社会
保障や教育等の外国人問題について、総務省、法務省、外務省、文部科学省、文化庁、厚
生労働省、社会保険庁の５省２庁に、申し入れを行った（外国人集住都市会議事務局, 2017）。 
 現在、中央省庁以外で取り組みを行っている機関は、県や市区町村の自治体、そして教
育委員会である。多くの自治体では「人権教育基本方針」を定めており、外国人児童の存
在を意識して作成された内容になっている。具体的な取り組みが、文部科学省の「日本語
指導が必要な外国人児童・生徒の受け入れ状況等に関する調査」から分かる（表２）。取
り組み数で最も顕著なのは、「日本語指導の支援員」や「児童の母語を話せる支援員の派
遣」であることから、コミュニケーションツールである言語や、日本の学校制度に関する
知識の教授が喫緊の課題であることが分かる。 
 
  
 

5 浜松市（静岡）、磐田市（静岡）、湖西市（静岡）、豊橋市（愛知）、豊田市（愛知）、四日市市（三重）、
鈴鹿市（三重）、大垣市（岐阜）、可児市（岐阜）、美濃加茂市（岐阜）、太田市（群馬）、大泉町（群馬）、
飯田市（長野）が初期加盟都市 13都市であったが、現在は 25都市が加盟する。 
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表２ 都道府県・市区町村における施策 
支援内容 都道府県数 市区町村数 
1. 担当教員（常勤）の配置 22 91 
2. 児童の母語を話せる支援員の派遣 11 338 
3. 日本語指導の支援員 10 334 
4. 2,4以外の支援員等の派遣 2 94 
5. 担当教員の研修 24 124 
6．支援員の研修 13 134 
7．学級担任も含めた研修 14 58 
8．関係機関と連携した協議会等の開催 10 74 
9．拠点校・支援センターの設置 5 72 
10．日本語を指導する教室の設置 3 155 
11．就学・教育相談窓口の設置 8 258 
12．就学ガイドブック作成・配布 11 103 
13．外国人児童生徒保護者に対する修学案内 7 257 
14．域内の子どもの週が区状況調査 6 133 
15．就学前の保護者への就学ガイダンス 1 104 
16．就学前の子供を対象としたプレクラス 1 38 
17．小中学生とその保護者に対する進路ガイダンス 8 100 
出典：文部科学省「日本語指導が必要な外国人児童・生徒の受け入れ状況等に関する調査
（平成 28年度）」 
 
3.3 外国人の子どもを取り巻く教育的課題 
 外国人児童生徒が多く在籍する学校の調査からは、外国人児童対応の人材不足、教科学
習支援の難しさ、日本人児童との関係、アイデンティティーや母語の喪失といった多様な
問題が存在することが明らかである。以下にそれらの諸問題について説明する。 
 
3.3.1  不就学と不登校 
 保護者の経済状況、言語問題や日々の重労働が原因の学校教育参入への障壁等、外国人
又は外国につながる子ともの剥奪状況は、重層化している。また、上述の様に、日本国籍
を持つ子供には保護者に求められている就学義務は、外国人には課されていない。外国人
児童の就学は、親の意思に委ねられ「不就学」になる可能性が日本人よりも高い。また、
外国人児童生徒の受け入れ環境が整っていない学校の場合は、外国人児童生徒側が就学を
諦めるケースもある。日本人であれば、就学通知を出して音沙汰が無ければ、学校関係者
が家庭訪問により状況確認をすることになっているが、外国人の場合は、就学案内時点で
返答が無ければ、フォローアップがされないことが多い（佐久間, 2015）。人間関係も、不
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登校や転校の原因になる。日本の学校文化は、異なる文化や生活習慣を持つ子供を排除す
る要素を持っていると宮島らは指摘する（宮島・太田, 2005）。さらに、低収入、不安定な
雇用、長時間労働、移転を繰り返す等、保護者が抱える生活上の問題が、子供の就学に支
障をきたすことも多い。このような諸問題により、高校まで進学する外国人の子どもの割
合は 50%程度に留まっていると言われる。 
 
3.3.2  学力問題と言語教育 
 また、不登校となる原因として、第一に言語の障壁による学習困難や学力の不適合が挙
げられる。移民とくに第一世代が、学校教育において不利であることは、全世界共通のい
わば共通認識であると言える。文部科学省によると、全国の公立学校で日本語指導が必要
な児童生徒数は、ここ 10 年で 2 倍近くに増え、2014 年には 37,095 人存在していた（文部
科学省, 2016）。外国出身の子どもにとっては母語と日本語との言語相違が大きな負担とな
り、学習困難を経験する。語学が原因で授業についていけない状況は中学生の段階でより
顕著になるという（中西, 1995）。 
 このような問題を抱える児童生徒に対して、公立学校では 2003年度より外国人児童生徒
が多い学校への教員加配措置を行っている。ただ、加配教員の殆どは、児童の母語知識に
乏しのみならず、日本語教育や外国人向けの教科指導の専門知識も持ち得ておらず、コミ
ュニケーションが上手く取れないケースが多くあることが指摘されている（吉田, 2008）。
また、全国的な教員の世代交代が原因で、外国人支援担当加配教員の 60％が新任教員だと
いうデータもある（ハヤシザキ, 2015）。 
 その結果、外国人児童生徒は、日常生活では日本語である程度自由にコミュニケーショ
ンが出来るようになっても、教育学習内容の理解に付いて行けないという事態が生じる。
Cummins（1981）は、日常会話に必要な「生活言語能力」と、認知的・学術的活動を行うの
に必要な「認知言語能力」を区別する必要を論じたが、現在の日本語教育では、認知言語
能力の育成にまで至っていないのではないか。吉田は、日常会話は一見問題ないように見
えるが、学年が上がるにつれ日本語による高度な学習に付いて行けなくなる「ダブルリミ
テッド」「セミリンガル」6の存在を指摘する（吉田）。このような児童生徒にとっては、日
本語を使って考える力を身に付ける力が必要であり、そのような能力育成を目指して
JSL(Japanese as a Second Language:第二言語としての日本語)カリキュラムが、文科省に
より 2001年に開発されている。しかし、子のカリキュラムが開発された現在でも、学校現
場では JSL 教育専門の教員がおらず、カリキュラムやその考え方が普及してないのが現実
である。 
 
3.3.3 その他教育現場が抱える諸問題 
 外国の子供が多く在籍する学校で問題となるのが学校給食である。国際化が進む学校で

6 いずれも、母語と日本語の両言語が中途半端で、年齢相応の語学力を有さない状態を指す。 
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は、出身国の文化に寄り添う対応が迫られることになる。近年学校現場で課題となってい
るのが、イスラム圏出身児童への配慮である。イスラム系の子供には、要望に応じてハラ
ルフードを提供している学校も増えている。イスラムの子供でも豚肉さえ排除することで
目を瞑っている家庭と、原料にまでさかのぼり豚の成分を避けると家庭もあり、そのよう
な家庭の子供には学校給食では準備できないので、弁当持参を認めている例もあるという
（佐久間, 2011）。皆同じという平等主義に基づく日本の学校給食でも、個別的な対応が求
められ、学校もそれに応じていることが分かる。 
 
3.3.4  日本語教育指導員の身分保障 
 外国人児童が日本で学校生活を送る上で、生活日本語力が必要不可欠であるのみならず、
高等教育への進学を考えると、より高度な学習日本語力が必要となってくる。そこで重要
な役割を担っているのが、学校に配置される日本語指導員やバイリンガル相談員である。
日系人親の多くは肉体労働に従事しており、仕事に追われて子供の学校のことに関われな
いことが多い。そのような親と学校の懸け橋になり、相談に乗るのも日本語指導員やバイ
リンガル相談員の仕事の一部である。 
 これほどに重要な役割を担いながらも、これらの専門員の身分保障がされていないこと
を、佐久間(2015)は指摘する。大半は臨時雇用や嘱託扱いで、採用は一年毎の契約更新で
決められる。地域社会の多文化化や国際化に対応するために、重要な仕事をしているこれ
らの専門員の仕事が、身分保障の無い非常勤や外部委託という形で行われている現状の改
善が必要なのではないか。 
 
４ 群馬県大泉町の事例 
 ここまでは、外国人児童生徒に対する、国レベルの諸課題や取り組みについて論じて来
た。ここからは群馬県大泉町をケースとし、同町における外国人児童生徒に関するこれま
での取り組みのプロセスとその成果について紹介する。加えて、浮き彫りになった課題に
ついても考察する。 
 
4.1 大泉町の全貌  
 大泉町は群馬県東部に位置し、面積 17.93km と群馬県で一番小さな自治体である。1990
年の入管法改正以来、日系南米人（主にブラジル人）の就労目的の流入により、大泉町の
総人口は急増し、1991 年には 4 万人を超えた。入管法改正前年の 1989 年には 1.6%だった
外国人比率は、わずか 7 年後の 1996 年に全人口の 10%を超える。リーマンショックの影響
で、僅かな増減はありつつも、外国人比率はこの 10 年ほどは外国人比率は 15%前後で推移
しており、2016年 12月の段階では 17.3%となっている（群馬県市町村別住民基本台帳人口）。 
 大泉町と隣接する太田市には、電気機器及び自動車の組み立て工場があり、これらを中
心とする金属機器やプラスチック加工などを扱う工業集積地帯をなしている。このような
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工業集積地域は、第二次大戦前の軍事産業が基盤になっており、戦後加速的に集積が進ん
だとされる（佐藤、1986）。下請け工場の多い大泉町では、1980年代に既に労働力構造が安
定せずに、主婦パートタイマーや季節工への依存度が高かったという（岩本, 2006）。これ
は、高賃金で安定した就労を望む労働力の参入を阻み、1990 年の入管法改正以降のブラジ
ル人労働者大量流入を招いた。この結果、大泉町のブラジル人登録者数は、1990 年 821人、
1995年 2,821人、2000年 4,454人と飛躍的に増加していった。 
 この増加に伴い、大泉町にはブラジル人向けのレストランや食料品店、レンタルビデオ
店等のエスニックビジネスも増え続け、その利便性を求めて更なるブラジル人が大泉町に
集まるという循環が出来上がり、現在に至っている（岩本）。 
 
4.2. 大泉町の取り組み 
 上述のようなブラジル人の急激な増加の背後には、行政がさまざまな対応を積極的に行
って来たことがある。大泉町の中小企業で結成されている「東毛地区雇用安定促進協議会7」
は、日系人を直雇用する形態をとっている。他地域の出稼ぎ日系人が派遣会社やブローカ
ーを介して就労していた状況とは、対照的である。協議会は、日系ブラジル人の受け入れ
に対し、ブラジル人を単なる労働力としてみなすのではなく、日本人と同じ「生活者」と
してみなすことを理念として掲げていたことが特徴的である。また協議会は、在日日系ブ
ラジル人と国際交流協会などと共に、サンバパレードの企画・運営を行い、このパレード
は外国人が主体となって行う地域行事として、全国的にも有名になっていった8。 
 また、町立図書館でポルトガル語の書籍を配置したり、教育委員会が公立学校へのブラ
ジル人児童・生徒の受け入れに積極的に対応したことを始め、地域社会で積極的に受け入
れに取り組んできた。具体的には、日系人の流入が始まった 1990年に、即座に町内の公立
小学校に日本語学級が設置され、各種手続きや制度の通訳を採用し、書類翻訳もこの頃に
開始された。加えて、行政からの通知等、確実に周知されるべき情報は、ポルトガル語に
よる広報誌や、ポルトガル語通訳を設置する等、正確で迅速な伝達を行っている。また、
外国人に大泉町職員が直接意見を聞く、多文化共生懇話会が開催され、外国人のニーズを
吸収する機会を作っている。 
 大泉町ではこのように、外国人問題が具体化する遙か前より行政が率先して対策をとっ
てきたことが分かる。リーマンショック後も、帰国者が増加する一方で、日本に留まるこ
とを選択する外国人も少なく無かった。これは、滞在が長期化する中で生まれた地域との
結びつきの強さを物語っていると言えよう。 
 
 

7 協議会は、1999年に当初の目的を果たしたとして解散した。 
8 サンバパレードは、2001年から財源不足を理由に中止されたが、2007年より「大泉カルナバル」という
ショーとして復活している。
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4.3 学校現場での取り組み 
 外国人の子どもの教育支援としては、子供と親を対象とした進学説明会をいちはやく実
施し始めた。上述の様に、新入管法が施行された 1990年には就学を希望する外国人登録者
に無条件で就学を認め、町内 2 つの小学校と 1 つの中学校に日本語学級を設置し、ポルト
ガル語の出来る指導助手を配置した。これらの対応は大変迅速に行われ、2 年後の 1992 年
までには町内の小学校 4 校、中学校 3 校全てに日本語学級を設置し、指導助手を 1 名ずつ
固定配属し、各校に１～２名の加配教員を派遣した。日本語学級では、週 5日、1日３～４
時間、合計週 16時間ほどの日本語特別指導がなされている（福田）。 
 子どもが学校生活を問題無く送れるか否かは、保護者の教育への理解や態度によって大
きく左右される。大泉町の公立小中学校では、早くから学校連絡文書の翻訳、保護者対応
の際の通訳、保護者を対象とする相談機関の設置、進学ガイダンス等の支援を行ってきた。
日本の学校に関する保護者への啓発資料（「日本の学校の一日」「就学リーフレット」）、の
みならず、学校から家庭への各種書類（「個人調査票」、「欠席届」、「家庭訪問のお知らせ」
「予防接種について」「水泳指導について」「プールカードの記入法」「持久走大会の承諾」
「林間学校の健康調査」「PTA総会のお知らせ」等）、多種多様な文書が、ポルトガル語とス
ペイン語に翻訳されている（群馬県教育委員会, 2010）。72人の外国人児童が在籍する大泉
町立西小学校（全生徒数 626 人）のウェブサイトからは、給食、集金、上履き、体操服、
ピアニカ、ぞうきん等、日本の学校に特徴的な事がポルトガル語で図解されている資料に
アクセス出来る（付録Ａ参照）。 
 
4.4 ブラジル人学校 
 1999年と 2000年に、ブラジル人学校が相次いで、大泉町に隣接する太田市に開校された。
背景としては、日系ブラジル人児童が公立学校に通うことで母語能力が低下し、かといっ
て学習に十分な日本語能力が身に付かず、学校教育について行くことが出来ないという事
態が起こり、そのような児童の不登校や不就学が深刻になっていたことがある。それが地
域の少年犯罪や非行に繋がっているのではないかという懸念が、日本人ブラジル人両方の
側にあったという。また、ずれ祖国に帰るつもりのブラジル人親は、我が子のブラジル人
としてのアイデンティティー崩壊も恐れていた。大泉町でも、2003年、2004年、2006年に
ブラジル人学校が相次いで開校され、ブラジルの教育基準に沿った教材を中心に、日本語
の学習も行っている。日伯学園はブラジル教育省の認可を受けており、高校過程修了時に
日本の大学受験資格も取得出来る（日伯学園, 2017）。 
 ブラジル人学校の存在により、日系ブラジル人達は個々の状況に応じ、教育を選択する
ことが出来るようになったが、ブラジル人学校は私学なので授業料が高額で、経済的理由
からブラジル学校から公立学校への転校を余儀なくされ、公立学校に適応できずに不登校
に陥ってしまった場合もあるという。とは言え、日系ブラジル人が大泉町において、公立
学校とブラジル人学校への就学のどちらかを選択出来るということは、多様性への対応基
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盤が存在するということであり、評価に値すると言える。 
 
4.5 学校外の支援機関 
 外国人児童生徒への対応を担う組織としては、地域のボランティア、市民団体、NPO等も
需要である。大泉には、大泉の出稼ぎ労働者であった日系ブラジル人が 2001年に立ち上げ
た「大泉国際教育技術普及センター9」があり、在日ブラジル人に対し、各種語学の指導や
社会教育、文化交流や生活相談等の支援活動を行っている。「言葉を学ぶことは定住外国人
の基本的権利」であるという理念に基づき、親子参加型日本語講座、日本語指導者の育成、
日本の高校進学希望の日系ブラジル人生徒を対象とした日本語力・国語力講座の他、ブラ
ジル青少年フェスティバル開催等、様々な事業を展開している（NPO法人大泉国際教育技術
普及センター, 2016）。 
 
4.6 「多文化共生推進士」育成制度 
 上述の様に、大泉では外国人が住民の 17%を占めるのが現状であるが、外国人が増え始め
てしばらくの間、外国人児童に対応する人材養成は、県内大学の教育学部で全く行われて
いなかった。しかし 1999年より、群馬大学教育学部にて、外国人児童の増加に対応する教
師養成プログラム立ち上げに着手したことをきっかけに、同大学における多文化共生の取
り組みが始まった。群馬大学と群馬県は 2002年より連携して、多文化共生社会の構築に向
けた教育、研究、まちづくり事業を推進していた。その中で、多文化共生を推進する人材
育成のニーズを感じ、「多文化共生推薦士」養成ユニットを形成して、養成を行ってきた。
この養成課程を修了した者を県が「多文化共生推進士」と認定し、地域の多様な領域に排
出することにより、多文化共生の視点からの地域再生を目指す（群馬大学, 2017）。 
 
５ まとめ 
 前節では、外国人児童生徒教育に関する諸問題と、政府、自治体、学校の取り組みにつ
いて論じてきた。外国人児童生徒が多数在籍する学校が実施している、就学前相談、プレ
スクール、そして取り出し日本語クラス、等大半の取り組みの目的は、日本語に習熟し日
本の学校文化に慣れさせることであることが特徴である。いわゆる「同化」とは、差異を
認めずに受け入れ国と同一の言語や同一の文化、行動様式を身に付けさせることであるが、
これらの自治体や学校が行っている「適応教育」も基本は同じなのではないだろうか。し
かし、外国人の子供達は、家庭内言語はもとより文化や習慣も日本のものとは異なる。と
すると、教育の内容も、日本語や日本文化への「適応」ばかりでなく、外国人の子供達の
言語、文化、そして習慣を認めて、多文化共生教育にシフトすることが必要ではないかと

9 大泉国際教育技術普及センター創立者である日系ブラジル移民 1世の髙野祥子氏は、出稼ぎ労働者であ
り、1991年にブラジル人に日本語を教える教室を始めた。以降、この大泉日伯センターを母体として、大
泉国際教育技術普及センターのみならず、ブラジル人学校「日伯学園」の創設等、様々な日系ブラジル人
支援事業を展開している（文部科学省, 2012） 
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考える。諸外国に遅れを取りながらも、急速に多文化、多民族化が進んでいる日本の現状
を見据え、共生には何が必要であるか、社会的弱者として自らは声をあげることの出来な
い外国人児童のニーズを把握し、政策に反映させていくことが重要である。 
 
参考文献 
小内透、小野寺理佳、古久保さくら(2000) 「日系ブラジル人定住化と学校教育の機能：群 
馬県大泉町を事例として」『日本教育社会学会大学発表要旨集録』52, 245-250 
小内透、酒井恵真編著(2001)『日系ブラジル人の定住化と地域社会』御茶の水書房 
外務省(2016) 「国内における難民の受け入れ」
(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/nanmin/main3.html) 2017 年 10 月 10 日確認 
外務省(2017)「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約（Ａ規約）」 
  (http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kiyaku/2b_004.html) 2017 年 10 月 10 日確認 
加藤映子(2008)「外国人児童生徒の言語教育に関する一考察：言語共生のために」『大阪女
学院大学紀要』5, 45-63  
群馬県教育委員会義務教育課(2010)「帰国・外国人児童生徒受入促進」 
  (http://www.nc.gunma-boe.gsn.ed.jp/index.php?page_id=57), 2017 年 10 月 8 日確認 
群馬県ホームページ「市町村別外国人住民数」(http://www.pref.gunma.jp/04/c2200234.html) 
2017 年 11 月 2 日閲覧 
児島明(2006)『ニューカマーの子どもと学校文化』, 勁草書房 
斉藤康雄(2012)「外国人児童生徒の教育をめぐる政策論の動向と展開」『国立教育政策所紀
要』141, 233-246 
佐久間孝正(2011)『外国人の子どもの教育問題：政府内懇談会における提言』, 勁草書房 
佐久間孝正(2015)『多国籍化する日本の学校：教育グローバル化の衝撃』, 勁草書房 
総務省統計局「都道府県別外国人数」(http://www.stat.go.jp/data/chouki/02.htm) 2017 年 10 月
10 日確認 
中西晃、佐藤郡衛 (1995)『外国人児童・生徒教育への取り組み』, 教育出版 
ハヤシザキカズヒコ(2015)「移民の子どもの教育の現状と課題」日本労働研究雑誌 57(9), 
54-62 
藤崎康夫（1991）『出稼ぎ日系外国人労働者』, 明石書店 
法務省(2017)「平成 28 年末における在留外国人数について（確定値）」 
  （http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri04_00065.html）2017 年 10 月 7
日確認 
三田村徳美、山崎瑞紀(2013)「日系ブラジル人親子が抱える教育面での問題」『東京都市大
学横浜キャンパス情報メディアジャーナル』4(14),1-8  
宮島喬一(2014)『外国人の子どもの教育』, 東京大学出版会 
文部科学省(2012)「教育関係 NOP法人の活動事業例集」    
 共愛学園前橋国際大学論集 No.17 104 
(http://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/npo/npo-vol4/1316926.htm) 2017 年 10 月 10 日確認 
文部科学省「日本語指導が必要な児童生徒の受け入れ状況等に関する調査(平成 26年度)の
結果について」(http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/27/04/1357044.htm) 2017 年 10 月 13
日確認 
文部科学省初等中等教育国際教育課（2016）「外国人児童生徒教育の現状と課題」
(http://www.bunka.go.jp/seisaku/kokugo_nihongo/kyoiku/todofuken_kenshu/h28_hokoku/pdf/s
hisaku03.pdf) 2017 年 10 月 13 日確認 
吉田多美子(2008)「外国人子女の教育問題－南米系外国人を中心に－」『総合調査「人口減
少社会の外国人問題」』国立国会図書館調査及び立法考案局,125-140 、 
中西晃、佐藤郡衛(1995) 『外国人児童・生徒教育への取り組み』 教育出版 
Chikako Kashiwazaki and Tsuneko Akaha (2006) “Japanese Immigration Policy: Responding to 
Continuing Pressures” 
(https://www.migrationpolicy.org/article/japanese-immigration-policy-responding-conflicting-p
ressures) 2017 年 10 月 3 日確認 
Jim Cummins, “Empirical and theoretical underpinnings of bilingual education”, Journal of 
Education, Vol.163, 1981.2, p.16. 
 
付録Ａ 大泉町立西小学校転入児童用資料 
 
 
（出典：大泉町西小学校ホームページ） 
 
Mar. 2017 外国人児童の教育支援のあり方 105 
Abstract 
The Education of Immigrant Children in Japanese Public Schools: 
Challenges and Strategies 
Ai Takeuchi 
This paper explores the response of government (both national and local) and 
non-governmental organizations to the growing population of foreign-born “newcomer” 
children in Japanese public schools. It specifically focuses on the small town of Oizumi 
in Gunma Prefecture, which has Japan’s highest concentration of Nikkei Brazilians 
(Japanese descendants born and raised in Brazil). In response to an influx of Nikkei 
Brazilian workers in the area, the public schools have created special classes for Nikkei 
children, hired full-time interpreters for both children and their parents and provided 
preschool programs. The paper highlights the dilemma faced by Japanese public schools, 
which traditionally values uniformity and egalitarianism but now are forced to provide a 
tailor-made support system for immigrant children.      
 
 
